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2022 年 4 月 14 日 

各 位 

会社名 株式会社テイツー 

代表者名 代表取締役社長 藤原 克治 

(コード番号:7610 東証スタンダード) 

問合せ先 取締役管理部長 青野 友弘 

電話番号 048-933-3070 

 

株式会社買取王国との業務提携基本契約締結に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年 4 月 14 日開催の取締役会において、株式会社買取王国（本社：名古屋市

港区川西通五丁目 12 番地、代表取締役社長：長谷川 和夫、以下「買取王国」）との間で、

業務提携基本契約を締結することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

記 

 

１．業務提携の目的 

  リユース業界の競争が激しさを増す中で、経営理念を踏まえリユース事業を通じて循

環型社会の実現を目指すことで方向性の一致する両社が、商材・サービスの相互供給や人

材交流を通じて、両社それぞれの特徴や強みを活かした相互補完による相乗効果を狙い

として両社の競争力を高め、両社のよりいっそうの企業価値向上を図ることを目的とし

て、本業務提携基本契約を締結いたします。 

 

２．業務提携の内容 

 (1) 買取王国でのトレーディングカード取扱強化の支援 

   当社のトレーディングカード AI 読取システム「TAYS（テイズ）」を、2023 年 2 月

期中を目途として、中部圏を中心とする買取王国業態の店舗に導入していただき、買取

王国でのトレーディングカード取り扱いの強化を支援いたします。 

   この取り組みによって、当社は TAYS 外販の立ち上がり時期に利益貢献する外販先

を確保することができると同時に、TAYS に関するユーザー目線での改良点のフィード

バックを密接に得て機能向上につなげられるメリットがあります。 

   一方で買取王国社では、現在市場が活性化しているトレーディングカードの本格的

な取り扱いを、TAYS を導入することによってスムーズに立ち上げることができ、比較

的大きな売上向上が見込めることから、同社のトップラインの維持向上に資すること

ができます。 
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 (2) 商材多様化での人材交流 

  当社がリアル店舗事業の戦略として推進する商材多様化について、その取り組みを

加速させるため、先行して多様な商材を取り扱うノウハウを保持している買取王国社

に人員を受け入れてもらう等そのノウハウの提供を受け、そのノウハウを古本市場店

舗等で展開することを想定しております。 

 

３．株式会社買取王国の概要（2022 年 4 月 14 日現在） 

(1) 名 称 
株式会社買取王国 

（東証スタンダード 証券コード：3181） 

(2) 主な事業内容 
「買取王国」直営店の運営 

及び「買取王国」のフランチャイズ展開 

(3) 設立年月日 1999 年 10 月 13 日 

(4) 本店所在地 名古屋市港区川西通五丁目 12 番地 

(5) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 長谷川 和夫 

(6) 資本金の額 30,000,000 円 

(7) 大株主及び持株比率 
有限会社カルチャービジネス 29.30％ 

長谷川 和夫 10.72％ 

(8) 

上場会社と当該会社

との間の関係 

 

資本関係 記載すべき資本関係はありません 

人的関係 記載すべき人的関係はありません 

取引関係 
商品売買等における取引関係がありま

す 

関連当事者へ

の該当状況 
当社の関連当事者には該当しません 

(9)  当該会社の最近 3 年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2019 年 2 月期 2020 年 2 月期 2021 年 2 月期 

純資産(百万円) 1,838 1,902 1,995 

総資産(百万円) 3,140 3,268 3,396 

1 株当たり純資産(円) 1,038.33 1,074.88 1,127.92 

売上高(百万円) 4,739 4,893 4,893 

営業利益(百万円) 34 108 125 

経常利益(百万円) 49 123 145 

当期純利益(百万円) 12 63 102 

1 株当たり当期純利益(円) 7.12 35.84 57.85 
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４．日程 

(1) 取締役会決議日 2022 年 4 月 14 日 

(2) 契約締結日   2022 年 4 月 14 日 

 

５．今後の見通し 

現時点で本業務提携による業績への影響は軽微であり、本日公表しました 2022 年 2 月

期決算短信での「2023 年 2 月期の連結業績予想（2022 年 3 月 1 日～2023 年 2 月 28 日）」

への影響はありません。 

 

以 上 


